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・取締役  ・取締役社長  ・代表取締役  ・代表取締役社長  ・代表取締役副社長  ・代表社員 

・代表者  ・代表理事  ・理事長  ・社長  ・副社長  ・無限責任社員  ・管財人  ・会長   

・その他 
 

｢10 代表者氏名」欄及び「11 担当者氏名」欄での氏名（フリガナを含む｡）については、姓

と名前との間は１文字あけて下さい。 

なお､｢11 担当者氏名」欄には､申請者の職員のうち申請内容を把握している方（当方からの、

当該申請についての質問に答えられる方）を記入して下さい。 
       

(例)  ゲスイ タロウ 
 

下水 太郎 
 

(9)  ｢12 本社（店）電話番号｣､｢13 担当者電話番号｣(必要があれば内線番号）欄及び「14本社（店）

FAX番号」の各欄での市外局番､市内局番及び番号については、それぞれ「－（ハイフン)｣で区

切り、（  ）は用いないで下さい。 

(例)  ０３－６８９２－２００８ 

 

 (10)  ｢16 メ－ルアドレス」欄には、当方からの業務上の連絡に対応でき得る（方の）アドレス

を記載して下さい。 

なお、メ－ルアドレスを持っていない場合は､｢なし」と記載して下さい。 

(例)  jswa-o_k@2-co.jp 

※  メ－ルアドレス中､｢大文字｣､｢小文字｣､｢-｣､｢_｣､｢.｣等は明確に記載してください。 
て下さい。 

 

(11) ｢17 申請代理人」欄は、行政書士等が代理申請する場合に使用して下さい。なお、申請者の

従業員が代表者に代わって申請書を作成し提出する場合は本欄への記載は不要です。 

(12)  ｢18 登録を受けている事業」欄については、次の区分に従い、それぞれ該当する場合に記載

して下さい。 

なお、記載する場合においては、添付書類として該当する登録証明書の写しが必要となります。 

(ｱ)  建 築 士 事 務 所    建築士法（昭和25年法律第202号）第23条による登録を受けている

場合。 

(ｲ)  建設コンサルタント  建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号)第２条

による下水道部門の登録を受けている場合。 

(ｳ)  地 質 調 査 業 者    地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号)第２条による

登録を受けている場合。 

(ｴ） その他の登録等を受けている場合は、登録事業名等が空白の欄に記載する。 

(13) ｢19 設立年月日（和暦）」欄については、登記事項証明書記載の設立年月日を記載して下さい。 

(14) ｢20 みなし大企業」欄については、中小企業基本法（昭和 38年法律第 154 条）第 2条第 1 項第 1 号に

規定する中小企業のうち、発行済株式の総数又は出資金額の総額の 2 分の 1 以上を同一の大企業が所有し

ている中小企業、発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業、

大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の 2 分の 1 以上を占めている中小企業のいずれかに該

当する中小企業（みなし大企業）は、「□下記のいずれかに該当する」にレ点を入れ、上記に該当しない場

合は「□該当しない」にレ点を入れて下さい。 
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